１　はじめに

この事業は、岩手県内に事業所等を有するものづくり企業及び大学等が、自動車関連の構成部品等に係る新技術開発を行う事業に対して、その経費の一部を補助することにより、自動車関連産業への参入促進及び取引拡大を図ることを目的としています。

この手引きは、事業者の皆様に本補助制度をよく理解していただき、適切に事業が実施されるよう作成したものです。ご不明な点がございましたら、担当までお問い合わせください。
２　補助対象事業

(1)　自動車関連の構成部品等（自動車及びその構成部品、並びにそれらを生産するために必要な設備、治具をいう。）に係る新技術開発を行う場合に要する経費。 

なお、新技術開発を行う場合とは、次のとおりです。

　　ア　新規性・先進性に優れ、次世代自動車参入のモデルケースとなりうるもの

　　イ　既存部品や設備の改良など発注メーカーへの提案が見込めるもの

(2)  補助事業期間は、交付決定日から事業完了日又は平成25年３月15日までとなります。補助事業期間外に行った事業や支払われた経費等については、補助対象となりません。

　　〈注意事項〉（産産連携型及び産学連携型の場合）

　代表者が行う事業に限らず、連携者が行う事業についても代表者が行う事業として、

補助事業の対象とすることができます。ただし、補助金の交付を受ける者は代表者で

あるため、代表者が支出する経費についてのみ対象となります。








３　補助対象者
補助対象者は、補助事業の実施体制により、次のとおり区分します。　
	種別
	実施体制

	産産連携型
	産と産の2者以上によって構成された連携体で行うもの

	産学連携型
	産と学の2者以上によって構成された連携体で、共同研究契約書等で研究開発等の役割分担等の取り決めがあるもの

	産業単独型
	産が単独で行うもの


(1)　「産」とは、ものづくり基盤技術振興基本法（平成11年法律第２号）第２条第２項に

規定するものづくり事業者で、次のいずれかに該当するものをいいます。

　　ア　中小企業基本法第２条第１項に規定する中小企業者で、岩手県内に製造事業所を有するもの。

　　イ　岩手県内に本社を有する企業。

ただし、連携相手に上記アの中小企業者が含まれている場合に限る。

(2)　「学」とは、大学、大学共同利用機関、短期大学、高等専門学校並びに研究開発を行う

財団法人及び社団法人をいいます。


	中小企業基本法（抜粋）（昭和38年7月20日法律第154号）

（中小企業者の範囲及び用語の定義）
第二条　この法律に基づいて講ずる国の施策の対象とする中小企業者は、おおむね次の各号に掲げるものとし、その範囲は、これらの施策が次条の基本理念の実現を図るため効率的に実施されるように施策ごとに定めるものとする。

一　資本の額又は出資の総額が三億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が三百人以下の会社及び個人であって、製造業、建設業、運輸業その他の業種（次号から第四号までに掲げる業種を除く。）に属する事業を主たる事業として営むもの

二　資本の額又は出資の総額が一億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が百人以下の会社及び個人であって、卸売業に属する事業を主たる事業として営むもの

三　資本の額又は出資の総額が五千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が百人以下の会社及び個人であって、サービス業に属する事業を主たる事業として営むもの

四　資本の額又は出資の総額が五千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が五十人以下の会社及び個人であって、小売業に属する事業を主たる事業として営むもの


４　補助対象経費

次の表に掲げる経費を対象とします。

	経費区分
	経費の内容

	製品試作費及び性能試験費
	①材料費

	
	②機械装置費（取得価格が単価500千円未満に限る。）

	
	③工具器具費（取得価格が単価500千円未満に限る。）

	
	④外注加工費

	
	⑤専門家謝金

	
	⑥旅費

	
	⑦施設使用料

	
	⑧分析測定費

	
	⑨展示会等出展費

	
	⑩上記のほか、知事が特に必要と認める経費


　なお、以下の経費は補助対象となりませんので、ご留意願います。

　詳しくは担当までお問い合わせください。

　　●　通常の生産活動のための設備投資、原材料や商品仕入れ等営利活動とみなされる事業の経費

　　●　電話代、インターネット利用料金等の通信費

●　事務所等に係る家賃、保証金、敷金、仲介手数料、光熱水費

　　●　商品券等の金券

　　●　事務用品等の消耗品代、雑誌購読料、新聞代、団体等の会費

　　●　茶菓、飲食、娯楽、接待の費用　

　　●　不動産の購入費、自動車車両等の購入費、修理費、車検費用

　　●　税務申告、決算書作成等のために税理士、公認会計士等に支払う費用及び訴訟のための弁護士費用

　　●　金融機関などへの振込手数料

　　●　公租公課（消費税を含み、旅費に係る出入国税を除く）

　　●　各種保険料（旅費に係る航空保険料、展示会等出展に係るものを除く）

　　●　借入金などの支払利息及び遅延損害金

　　●　補助金計画書、交付申請書等の書類製作に係る費用

　　●　上記のほか、公的な資金の用途として社会通念上、不適切と認められる経費

５　補助率及び補助限度額

(1)　補　助　率：補助対象経費の１／２以内

(2)　補助限度額

　　ア　産産連携型及び産学連携型の場合：１件あたり１００万円以内
イ　産業単独型の場合：１件あたり７０万円以内
６　手続の流れ

①　応募（県に対して事業要望書【手引き様式１】を提出）

②　交付内定（県において事業内容等を審査し、採択の可否を通知）

③　交付申請（県に対して補助金交付申請書を提出）

④　交付決定（県において補助金交付対象事業及び補助金額を決定し通知）

⑤　遂行状況報告（必要に応じて県に対して事業の進捗状況を報告）

⑥　実績報告（県に対して事業の実績を報告）

⑦　補助金交付（補助金の支払い）



















７　経理処理についての留意事項

　(1)　帳簿・証拠書類の整理・保管

　　ア　補助事業に係る収支を記載した帳簿（補助簿等）を設け、補助金の使途を明記するとともに、その証拠書類を整理し、収支の状況を明らかにしてください。

　　イ　契約書、旅費精算書、請求書、領収書、振込依頼書などの証憑は適切に保管し整理してください。
　　ウ　証拠書類によって補助対象経費の支出が確認できない場合には、補助金交付決定がなされていても補助対象とはできません。

　　エ　会計帳簿や証拠書類等は、補助事業が完了した日の属する年度の終了後5年間保管してください。

　(2)　補助金の使途等

　　　補助金は、指定された経費以外に使用することはできません。

　　　また、謝金の額(単価)や宿泊施設の利用等にあたっては、事業実施の目的を勘案のうえ、過度に高額とならないよう留意してください。
　(3)　補助対象経費の支払い

　　ア　補助対象経費の支払いは、他の取引との区分を明確にするため、単独の支払いとするとともに、原則として、銀行振込等により行ってください。（現金、回し手形及び相殺による支払いは認められません。）
　　イ　支払いは、平成25年3月15日までに完了するようにしてください。補助金請求(精算)の時点で経費が確定していないものについては、補助金交付の対象とすることができません。

　　　〈注意事項〉

　　　　●　補助事業における発注先（委託先）の選定にあたっては、１件あたり概ね１０万円以上を要するものについては、原則として２社以上から見積をとることが必要となります。ただし、発注（委託）する事業内容の性質上、見積をとることが困難な場合は、該当する企業を随意の契約先とすることができます。その場合、該当企業を随意契約の対象とする理由書が必要となります。
８　経費についての留意事項

(1) 製品試作費及び性能試験費
①　材料費

　　　　事業の遂行に必要な原材料・副資材等の購入に要する経費です。

　　　　〈注意事項〉

　　　　　●　購入する材料等の数量は必要最小限にとどめ、補助事業終了時には使い切ることを原則とします。補助事業終了時点での未使用残存品は補助対象となりません。　

　　　　　●　材料費を補助対象経費として計上する場合は、受払簿（任意様式）を作成し、その受払いを明確にするとともに、試作の途上において発生した仕損じ品やテストピース等を保管（保管が困難な場合には写真撮影による代用も可）しておく必要があります。

　

　　②　機械装置費

　事業の遂行に必要な機器・設備類の購入、製作、改良、据付、借用又は修繕に関する費用です。（ただし、取得価格が単価500千円未満であること。）
〈注意事項〉

　　●　改良とは、機能を高めまたは耐久性を増すために行うもので、修繕とは、

　　　保守に伴って行う原状回復等の行為をいいます。

　　●　借用（リース）において、補助対象となるものは、借用のための、見積書、契約書等が確認できるもので、当該年度の補助事業に要する経費のみとなります。したがって、契約期間が当該年度を越える場合の補助対象経費は按分等の方式により算出された当該補助事業期間分のみとなります。

　　　●　補助事業で購入する機械装置等は、当該年度の補助事業を実施するにあたって必要な機械装置等であって、必要な仕様であるものが補助対象となります。したがって生産への転用等を前提とした機械装置等の購入は認められません。

　　　●　中古品の購入は、原則として、価格設定の適正性が明確でない場合には補助対象となりません。
③　工具器具費
　事業の遂行に必要な工具・器具類の購入、製作、改良、借用又は修繕に関する費用です。（ただし、取得価格が単価500千円未満であること。）

　〈注意事項〉

　　●　改良とは、機能を高めまたは耐久性を増すために行うものです。

　　●　借用（リース）において、補助対象となるものは、借用のための、見積書、契約書等が確認できるもので、当該年度の補助事業に要する経費のみとなります。したがって、契約期間が当該年度を越える場合の補助対象経費は按分等の方式により算出された当該補助事業期間分のみとなります。　

　　　●　補助事業で購入する工具器具等は、当該年度の補助事業を実施するにあたって必要な工具器具等であって、必要な仕様であるものが補助対象となります。したがって生産への転用等を前提とした工具器具等の購入は認められません。

　　●　中古品の購入は、原則として、価格設定の適正性が明確でない場合には補助対象となりません。

④　外注加工費
　製品試作のために必要な加工を委託するための経費です。

〈注意事項〉

　　●　委託内容、金額が明記された契約書を締結し、委託する側である補助事業者に成果物等が帰属する必要があります。

⑤　専門家謝金
　　事業の遂行に必要な指導・助言等を受けるために招聘した専門家又は委嘱した委員に謝礼として支払われる経費です。

〈注意事項〉

　　●　支払単価の根拠が補助事業者が定める規程等により明確であり、その金額が社会通念上妥当なものである必要があります。

⑥　旅費
　　　　事業の遂行に必要な情報収集、各種調査や会議、打合せ等に参加するための旅費、または事業の遂行に必要な指導・助言等を依頼した専門家又は委嘱した委員に支払われる旅費です。

〈注意事項〉

　　　　　●　補助対象となるものは、補助事業者が定める旅費規程等により最も経済的かつ合理的な経路により算出されたものとなります。

　　　　　●　旅費規程等に定める場合であってもグリーン車、ビジネスクラス等の特別に付加された料金は補助対象となりません。　　
　　　　　●　補助事業以外の用務が一連の旅程に含まれる場合は、用務の実態を踏まえ按分等の方式により補助対象経費と補助対象外経費に区分します。
　　　　　●　事業実施者が支出した交通費及び宿泊費が補助の対象となります。したがって、従業員及び指導を行う専門家等が、個人的に負担したものは補助の対象とはなりません。

　　　　　●　旅費精算書等の支出書類のほか、領収書など支出経費の内訳となる証憑類を整理・保管してください。
⑦　施設使用料
　試作品の評価、検査のために測定機器等を利用した場合に要する経費です。

　　⑧　分析測定費
　試作品の評価、検査を外部に委託した場合に要する経費です。

　　　　〈注意事項〉

●　委託内容、金額が明記された契約書を締結し、委託する側である補助事業者に成果物等が帰属する必要があります。
　　⑨　展示会等出展費

　　　　試作品を展示会等に出展するために支払われる経費です。

〈注意事項〉

　　　　　●　「交通費・宿泊費」、「通訳料・翻訳料」、「保険料」や「運搬費」も補助対象となります。
　　⑩　その他の経費
　　　本補助事業の実施のために、特に必要と認められる経費について、補助の対象となることがありますので、事前に協議してください。

９　事業実施に係る提出書類等

　(1)　補助金の交付申請

　　　補助事業を開始しようとする日の１ヶ月前までに提出してください。

　　・自動車関連新技術開発支援事業費補助金交付申請書【要綱様式第１号】

　　・補助事業計画書【要綱様式第１号の別紙１】

　　・収支予算書【要綱様式第１号の別紙２】

　　・補助金受領口座届出書【手引き様式２】
　　・その他参考となるもの（既に提出しているものを除く）

　(2)　遂行状況の報告

　　　補助事業の中間報告であり、必要に応じて、県から進捗状況の報告を求めるものです。

　　　報告の指示があった場合には、申請書の事業計画書と対応させて、事業の経過、補助対象経費の状況等を記載して報告してください。

　　・自動車関連新技術開発支援事業遂行状況報告書【要綱様式第４号】

　　・補助事業計画書【要綱様式第１号の別紙１】

　　・収支予算書【要綱様式第１号の別紙２】

　　・支出経費に係る契約書等の写し（契約等が締結されている場合であって、未提出であるとき）

　　・その他参考となるもの（既に提出しているものを除く）

　(3)　事業内容を変更したいとき

　　　補助金の交付決定の対象となった事業計画を変更しようとする場合には、その理由等を付して承認を受ける必要があります。

　　　なお、このような事態が発生したときは、事前に協議してください。

　　・自動車関連新技術開発支援事業変更承認申請書【要綱様式第２号】

　　・補助事業計画書【要綱様式第１号の別紙１】

　　・収支予算書【要綱様式第１号の別紙２】

　　・その他参考となるもの（既に提出しているものを除く）
　(4)　事業を中止（廃止）したいとき

　　　補助事業が何らかの事情により遂行が不可能となり、中途で中止したり、廃止する場合には、その理由等を付して承認を受ける必要があります。

　　　なお、このような事態が発生したときは、事前に協議してください。

　　・自動車関連新技術開発支援事業中止（廃止）承認申請書【要綱様式第２号】

　　・補助事業計画書【要綱様式第１号の別紙１】

　　・収支予算書【要綱様式第１号の別紙２】

　　・その他参考となるもの（既に提出しているものを除く）

　(5)　事業が完了したとき

　　　補助事業が完了したときは、完了した日から30日以内又は平成25年3月15日のいずれか早い日までに、事業実績を報告し、補助金を請求(精算)してください。

　　・自動車関連新技術開発支援事業費補助金請求(精算)書【要綱様式第３号】

　　・製品開発結果報告書【要綱様式第３号の別紙１】

　　・収支実績書【要綱様式第３号の別紙２】

　　・支出経費に係る契約書等の写し（契約等が締結されている場合であって、未提出であるとき）

　　・その他支出経費に係る証拠書類の写し

　　・その他参考となるもの（既に提出しているものを除く）

　(6)　社名等に変更があったとき

　　　補助事業者の社名、所在地、代表者、代表者印鑑等に変更があった場合には、事実を証明する書類を添付して届け出てください。

　　・社名等変更届出書【手引き様式３】
10　実地検査等について

　(1)　完了確認検査

　　　補助事業が完了したときは、事業の実施状況、補助対象経費の執行状況等について、帳簿や契約書、経理書類等の証拠書類を実地に検査し、補助事業が適切に行われたかどうかの確認を行います。

　(2)　中間検査、事後検査等

　　　事業の実施期間中や事業の実施後においても、事業の実施状況や書類の整理状況、あるいは決算書類等について、実地に検査し、又は報告を求めることがあります。

　　　また、事業実施の効果等について、ヒアリング等を行うことがあります。
⑤補助金支払い





④実績報告時に補助


対象経費として報告





③内容の妥当性を確認の上、支払い





②代表者へ証拠書類を添付し、立替払請求





①各種経費の


支払い





連携者





代表者





実施主体





県





ものづくり基盤技術振興基本法（抜粋）（平成11年３月19日法律第２号）


（定義）


第二条　この法律において「ものづくり基盤技術」とは、工業製品の設計、製造又は修理に係る


技術のうち汎用性を有し、製造業の発展を支えるものとして政令で定めるものをいう。


２　この法律において「ものづくり基盤産業」とは、ものづくり基盤技術を主として利用して行う事業が属する業種であって、製造業又は機械修理業、ソフトウェア業、デザイン業、機械設計業その他の工業製品の設計、製造若しくは修理と密接に関連する事業活動を行う業種（次条第一項において「製造業等」という。）に属するものとして政令で定めるものをいい、「ものづくり事業者」とは、ものづくり基盤産業に属する事業を行う者をいう。





事業実施期間





補助


事業者





県





事業開始





補助金の前払い





前金払請求書等の提出


（必要が生じた場合）





補助金の受領





完了確認検査





中間検査の実施


（必要が生じた場合）





指令書（変更）の送付





⑤遂行状況報告提出指示


（必要が生じた場合）





⑥実績報告


（H.25.3.15まで）








変更承認申請書の提出


（必要が生じた場合）





遂行状況報告書の提出





④交付決定





③交付申請





⑦補助金交付





①事業要望





（審査会を経て）


②交付内定





【例】


連携者が補助事業に係る機械装置等を使用する場合、代表者が購入のための契約、支払いを行い、連携者に貸与することが望ましいですが、連携者が契約、支払いを行なわざるをえない場合には、購入に係る証拠書類（見積書、請求書、納品書など）を添付し、代表者に対し立替払い請求を行なえば、この立替払い請求をもって代表者が支出する経費として補助対象とすることができます。


ただし、この機械装置等は代表者の所有物として管理することが必要です。
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